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１ 国保制度改革の施行に向けた状況
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運営協議会に
おける議論

運営協議会における
運営方針の議論、
市町村意見照会、

諮問・答申

Ｈ29.10

国 都道府県 市町村

第３回試算の実施
・納付金等に係る実質的な検討・調整

Ｈ29.８
7月上旬：平成30年度の公費の

考え方を提示

納付金等の推計
・仮係数により仮算定を実施

10月下旬：30年度仮係数を提示

運営方針決定

条例改正(11月議会)
Ｈ29.12

Ｈ30.１

納付金等の確定
・確定係数により本算定を実施し、

納付金・標準保険料率を確定

12月末：30年度確定係数を提示

納付金・標準保険料率の通知 保険料率の算出
・納付金、標準保険料率を踏まえて算出

予算審議
(3月議会)

・30年度予算を決定

Ｈ30.３

予算審議(2月議会)
・30年度予算を決定

県・市町村の納付金算定等スケジュール

・保険料率を議論

（連携会議等における協議）

Ｈ30.８

条例改正

・保険料率を決定

保険料の賦課・徴収

納付金の納付 ８月～３月（８回払）

Ｈ30.４

Ｈ30.６
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２ 公費による財政支援の拡充
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＜平成27年度から実施＞

○ 低所得者対策の強化のため、保険料の軽減対象となる低所得者数に応じた自治体への

財政支援を拡充（約1,700億円）

＜平成30年度から実施＞（毎年約1,700億円）

○財政調整機能の強化（財政調整交付金の実質的増額）

○自治体の責めによらない要因による医療費増・負担への対応

（精神疾患、子どもの被保険者数、非自発的失業者 等）

○保険者努力支援制度･･･医療費の適正化に向けた取組等に対する支援

○財政リスクの分散・軽減方策（高額医療費への対応）

○ あわせて、医療費の適正化に向けた取組や保険料の収納率向上などの事業運営の改善等を一層推進し、財政基盤

の強化を図る。

国保制度改革の概要（公費による財政支援の拡充）

◎ 平成27年度から、財政安定化基金を段階的に造成

・本体部分の積立額 … 平成27年度200億円 ⇒ 平成28年度600億円 ⇒ 平成29年度1,700億円 ⇒ 平成30年度2,000億円

・特例基金部分（保険料の激変緩和に活用）の積立額 … 平成29年度300億円

国民健康保険に対し、平成26年度に実施した低所得者向けの保険料軽減措置の拡充（約500億円）に加え、

毎年約3,400億円の財政支援の拡充等を以下の通り実施することにより、国保の抜本的な財政基盤の強化を図る。

※ 公費約3,400億円は、現在の国保の保険料総額（約３兆円）の１割を超える規模

※ 被保険者一人当たり、約１万円の財政改善効果

約800億円

約840億円※
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約60億円
※平成29年度に財政安定化基金の特例基金として措置した500億円のうち、170億円を充てる



国保制度における平成30年度の公費拡充について【概要】
（平成２９年７月５日 国保基盤強化協議会事務レベルＷＧ とりまとめ）

○財政調整機能の強化

（財政調整交付金の実質的増額）

【800億円程度】

○保険者努力支援制度

･･医療費の適正化に向けた取組

等に対する支援

【837億円程度】

＜特調（都道府県分）＞【100億円程度】
・子どもの被保険者【100億円程度】

＜特調（市町村分）＞【100億円程度】
・精神疾患【70億円程度】、非自発的失業【30億円程度】

＜暫定措置（都道府県分）＞【300億円程度】

※制度施行時の激変緩和に活用

＜都道府県分＞【500億円程度】

・医療費適正化の取組状況（都道府県平均）【200億円程度】
・医療費水準に着目した評価【150億円程度】
・各都道府県の医療費適正化等に関する取組の実施状況【150億円程度】

＜市町村分＞【337億円程度】

※別途、特調より163億円程度追加

＜普調＞【300億円程度】

※特別高額医療費共同事業への国庫補助の拡充に60億円程度を確保
※平成31年度以降の公費の在り方については、施行状況を踏まえ、地方団体と十分に協議を行った上で決定するものとする 6

合計
１,０００億円の
インセンティブ
制度

※うち170億円は、財政安定化基金の特例
基金を取り崩して充てる



公費による財政支援の拡充の状況
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H29.7.5
事務レベル

WG最終
とりまとめ

H30年度算定

全国ベース

本 県 配 分 額
納付金及び

標準保険料率
への反映

全国ベース
に占める
シェア

合 計 1,７００億円 １,５９７億円 ２３.７億円 １.５％

財政調整機能の強化 ８００億円 ７００億円 １０.０億円 １.４％

普通調整交付金 ３００億円 ３００億円 ４.２億円 １.４％ 納付金算定に反映

暫定措置 ３００億円 ３００億円 ４.２億円 １.４％ 激変緩和措置に活用

特別調整交付金（都道府県分） １００億円 １００億円 １.６億円 １.６％ 納付金算定に反映

特別調整交付金（市町村分）（※１） １００億円 ０億円 ０億円 － －

保険者努力支援制度 ８００億円 ８９７億円 １３.７億円

都道府県分 ５００億円 ５００億円 ７.５億円 １.５％ 納付金算定に反映

市町村分（その他特調から163億円） ３００億円 ３３７億円 ５.１億円 １.５％ 標準保険料率に反映

特別高額医療費共同事業への国庫補助の拡充 数十億円 ６０億円 １.１億円 １.８％ 納付金算定に反映

その他

特別調整交付金
（追加激変緩和措置）

－ １００億円 １.４億円 １.４％ 納付金算定に反映

保険者努力支援制度（市町村分・特調） － １６３億円 ２.５億円 １.５％ 標準保険料率に反映

※１ 精神・非自発については未配分であり、30年度に配分される予定

一人当たり約６,０００円
の保険料抑制効果

一人当たり約１,０００円
の保険料抑制効果



３ 国保事業費納付金等の算定
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国保財政の仕組み（イメージ）

※ただし、国庫負担金等公費等収入は省略

県（特別会計）

市町村（特別会計）

住 民

市町村ごとの納付金

を医療費水準、所得

水準、被保険者数を

考慮して決定

市町村が保険料率を

設定する際の参考と

なる標準的な保険料

率を提示

標準的な保険料率を

参考に市町村が保険

料率を決定して、賦

課・徴収

納付金の決定

標準的な保険料率の提示
納付金の納付

交付金の支出

保険給付に必要

な費用を全額市

町村へ交付

保険料率決定、賦課

保険料の納付

保険給付費の支払
保
険
医
療
機
関
等

9



納付金の算定方法（イメージ）

県全体で必要な納付金総額を
①県全体に占める各市町村の所得のシェア、②各市町村の被保険者数・世帯数のシェアで按分した結果に、
③各市町村の医療費水準を反映させることで、各市町村の納付金を算定する。

保険給付費
（医療費等）

前期高齢者交付金

公費
（国庫負担等）

納付金総額

所得シェア分

被保険者・
世帯数のシェア分

×

③
各
市
町
村
の
医
療
費
水
準

＝

各市町村の
納付金

各市町村の
納付金

各市町村の
納付金

仮に納付金総額を1,000億円とし
た場合

【所得シェア分】

460億円

【被保険者・
世帯数シェア分】

540億円

0.46

0.54

Ａ市
40%

184億円

Ｂ市
30%

138億円

Ｃ町
30%

138億円

Ａ市
30%

162億円

Ｂ市
40%

216億円

Ｃ町
30%

162億円

①所得シェア、②被保険者数・世帯数
シェアで按分する

③各市町村の医療費水準を反映して、
それぞれの納付金額を算定する

Ａ市
＜医療費水準

1.2＞
×1.2

221億円

Ｂ市
＜医療費水

準0.8＞
×0.8

110億円

Ｃ町
＜医療
費水準
1.0＞
×1.0

138億円

Ａ市
×1.2

194億円

Ｂ市
×0.8

173億円

Ｃ町
×1.0

162億円

県の所得水準（全国の所得水準に対する県の所得水準）により区分

①各市町村の
所得シェア

②各市町村の
被保険者・世
帯数シェア

×

×

※納付金合計が必要な納付金総額に
合うように別途調整。

医
療
費
水
準
を
反
映

所得水準に応じた按分

被保数･世帯数に応じた按分 10



全国統一
（2方式）

各市町村の方式
(3又は4方式）

県内統一
（3方式）

前期高齢
者交付金
300億円

標準保険料率のイメージ

都道府県
標準保険料率

①
国から指定された算定
方式や配分割合により
算定した参考料率
〔資料１・１ページ〕

市町村
標準保険料率

②
県内全市町村同一の算
定方式や配分割合によ
り算定した参考料率
〔資料１・４ページ〕

市町村算定基準による
標準的な保険料率

③
各市町村が任意に選択
した算定方式や配分割
合により算定した参考
料率（市町村が現行の
保険料率と比較するこ
とが可能）
〔資料１・５ページ〕

当該市町村の
実際の保険料率

標準保険料率を参
考 に、各市町村が
決定。独自財源の活
用や収納率などに
よって、②・③の市
町村標準保険料率と
は異なる

納付金

県全体の保険料収納必
要額を、各市町村の医
療費水準や所得水準に
応じて按分し、県で決
定したもので、各市町
村はこの納付金を県に
支払う
〔資料１・３ページ〕

保険
給付
費

1,000
億円

公費
350億円

納 付 金
総 額
350億円

A市：所得割10.5％
均等割50,000円
平等割21,000円

B町：所得割8％
均等割45, 000円
平等割20,000円

B町：所得割8％
均等割45,000円
平等割20,000円

A市：所得割10.5％
均等割52,000円
平等割18,000円

B町：所得割8％
均等割45,000円
平等割20,000円

A市：所得割10.8％
均等割48, 000円
平等割18,000円

A市：
210億円

B町：
100億円

C村：
40億円

C村：所得割7.5％
均等割42, 000円
平等割12,000円

C村：所得割7％
資産割1％
均等割28,000円
平等割10,000円

C村：所得割7.2％
資産割0.8％

均等割28, 000円
平等割8,000円

県

所得割
9％

均等割
48, 000円

都 道 府 県 市 町 村

所得割、資産割、均等割、平等割の配分割合の

違いにより料率が異なる。
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納付金と標準保険料率の算定基礎となる額のイメージ（医療分）

各市町村の
納付金基礎額

各市町村で収入する公費、
その他収入
・保険者努力支援制度
・特定健診等負担金 等

②

市町村の
個別事情
による減
算額
・前期高
齢者交付
金精算額
等

標準保険料率
（保険料率を設定する際の参考）

市町村の個別事情による
加算額
・前期高齢者交付金精算額

等

各市町村の判断で保険料
で集める額
・保健事業
・特定健診等費用 等

④

標準保険料率の算定基礎となる額

各市町村の納付金 ①

③＝①－②

資料１
〔３ページ〕

資料１
〔４～５ページ〕

保険料収納率で割り戻して算定

所得水準、医療費水準等を反映し、

市町村ごとに配分する額

保険料として集める必要

のある額 ③＋④
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納付金と標準的な保険料率算定のおおまかな流れ（医療分）

医療分

【α＝１、β＝対全国平均（0.84466）、

納付金配分方式＝３方式、特別高額レセプトを

共同負担する】

※ 医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分を別々に算定する。

〇 県全体の保険給付費から、前期高齢者交付金や普通調
整交付金（国費）等の公費を差し引いて納付金算定基礎額
を算出する。

※納付金の対象は、保険給付費のみ。（出産育児一時金、葬祭費、
保健事業等は含めない。）

1 納付金基礎額の算出

①所得水準の反映
ア 県全体の納付金算定基礎額を、人数シェアと世帯数
シェアに応じて配分する額（応益分）と所得シェアに
応じて配分する額（応能分）の２つに分ける。

※  応益分と応能分の比率は、県の所得水準に応じて決まる。
※  岡山県における応益分と応能分の比率は、５４：４６

イ 応益分を当該市町村の人数シェアと世帯数シェア
（応益シェア）に応じて、応能分を当該市町村の所得
シェア（応能シェア）に応じて、各市町村に配分する。

※  応益分の按分割合は、人数シェア：世帯数シェア＝７０：３０

２ 各市町村の納付金の算出

【１２ページ図中の①】

②医療費水準の反映
年齢調整後の医療費指数により、各市町村の配分額を増

減させる。
※α（年齢調整後の医療費指数を納付金に反映させる係数）

③調整係数（γ）による調整
「①所得水準」及び「②医療費水準」反映後の各市町村

の納付金基礎額の総額を県の総額に合わせる。

医療費水準をどの程度反映させ

るかについては、原則どおり、年

齢調整後の医療費水準の差を全て

反映する。（α＝１）

〇 市町村ごとの納付金を算出後、市町村ごとの事情を反
映した加減算を行い、保険料として集める必要のある額
を算出する。 【１２ページ図中の③＋④】

※出産育児一時金、葬祭費、保健事業等の市町村ごとに異なる費用
を加算。

※ 保険者支援制度、財政安定化支援事業等の市町村に個別に交付
される公費を減算。

３ 各市町村の標準保険料率の算定基礎となる額

〇 市町村ごとに収納率（直近３年の平均）で割り戻し、
市町村ごとの標準保険料率を算定する。

４ 市町村標準保険料率の算定

各市町村は「標準保険料率」を参考に、保険料率を設定する。
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４ 県国民健康保険特別会計予算
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15

岡山県国民健康保険特別会計について

新たに設置する県国保特別会計において、国保事業費納付金の収納、保険給付費等交付金の交付、

県繰入金による財政調整等を行う。

【県国保特別会計と市町村国保特別会計の設置、運営のイメージ】

納 付 金

前期高齢者
交 付 金

国公費等

県繰入金

保険給付費等
交付金

（普通交付金）

保険給付費等交付金

（特別交付金）

総 務 費

後期高齢者支援金
・

前期高齢者納付金
等

保険給付費等
交付金

（普通交付金）

保険給付費等交付金

（特別交付金）

保険料（税）

一般会計繰入金等
総 務 費

保険給付費
（診療報酬等）

保健事業等

県国保特別会計 市町村国保特別会計

歳入 歳出

納 付 金

県が27市町村
ごとに算定

歳入 歳出

交付

※普通交付金＝保険給付費



平成３０年度県国保特別会計（歳入）
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（単位：百万円）

予算額 構成⽐ 備      考

納 付 ⾦ 50,309 27.9%

医療給付費分 36,092 20.0%

後期⾼齢者⽀援⾦分 10,916 6.1%

介護納付⾦分 3,301 1.8%

国庫⽀出⾦ 50,074 27.8%

療養給付費等負担⾦ 31,802 17.7% 医療給付に要した費⽤の32%定率国庫負担⾦

⾼額医療費負担⾦ 1,361 0.8% レセプト80万円超対象 国負担分

普通調整交付⾦ 12,432 6.9% 都道府県間の調整のために交付

特別調整交付⾦ 2,728 1.5% 都道府県・市町村の個別の事情に応じて交付

保険者努⼒⽀援制度交付⾦ 1,026 0.6% 医療費適正化等に向けた取組等評価に応じて交付

財政安定化基⾦補助⾦ 420 0.2% 財政安定化基⾦積⽴のための補助

療養給付費等交付⾦ 439 0.2% 退職者医療制度の財源として⽀払基⾦から交付

前期⾼齢者交付⾦ 68,235 37.9% 前期⾼齢者の偏在を調整するため⽀払基⾦から交付

共同事業交付⾦ 204 0.1% 特に⾼額な医療費に係る都道府県間で⾏う共同事業の交付⾦

⼀般会計繰⼊⾦ 10,585 5.9% 法定の県⼀般会計からの繰⼊⾦

基⾦繰⼊⾦ 252 0.1% 保険者努⼒⽀援制度（県分）等の財源

その他 3 0.0% 基⾦運⽤利息

180,101 100.0%

市町村からの納付⾦

主
な
内
訳

内
訳

歳 ⼊ 合 計

歳 ⼊ 科 ⽬
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平成３０年度県国保特別会計（歳出）

（単位：百万円）

予算額 構成⽐ 備      考

保険給付費等交付⾦ 149,341 82.9%

普通交付⾦ 145,234 80.6% 市町村の保険給付に要した費⽤の全額を交付

特別交付⾦ 4,107 2.3% 市町村ごとの個別の事情・事業に応じて交付

後期⾼齢者⽀援⾦等 22,593 12.5% 後期⾼齢者医療制度を⽀える財源として⽀払基⾦へ納付

前期⾼齢者納付⾦等 78 0.0% 前期⾼齢者の偏在を調整するため⽀払基⾦へ納付

介護納付⾦ 7,343 4.1% 介護第２号被保険者分として⽀払基⾦へ納付

共同事業拠出⾦ 204 0.1% 特に⾼額な医療費に係る都道府県間で⾏う共同事業の拠出⾦

基⾦⽀出⾦ 14 0.0% レセプト点検及び保健事業⽀援体制の強化に要する経費

保健事業費 20 0.0% 保健事業の実施に要する経費

基⾦積⽴⾦ 423 0.2% 財政安定化基⾦積⽴に要する経費

その他 85 0.0% ⼈件費及び事務費等

180,101 100.0%

歳 出 科 ⽬

内
訳

歳 出 合 計



財政安定化支援事業

50％ 50％

○普通調整交付金（７％）

都道府県間の財政力の不均衡等（医療
費、所得水準）を調整するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、措置できな
い都道府県・市町村の特別の事情（災
害等）を考慮して交付。

※ 平成30年度以降、800億円程度につ
いて、実質的増額。

調整交付金（国）

（９％）

調整交付金（国）

（32％）

定率国庫負担

市町村への地方財政措置：1,000億円

○ 高額な医療費（１件80万円超）の発生

による国保財政の急激な影響の緩和を

図るため、国と都道府県が高額医療費

の１/４ずつを負担

高額医療費負担金

保険料

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。

（都道府県 3/4、市町村 1/4）

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一定
割合を公費で支援

（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）

都道府県
繰入金
（９％）

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の65歳から74歳の前
期高齢者の偏在による保険者間の負担
の不均衡を、各保険者の加入者数に応
じて調整。（市町村単位→都道府県単位
の交付に）

前期高齢者
交付金

保険料軽減制度

保険者支援制度

保険者支援制度

保険料軽減制度

高額医療費負担金

特別高額医療費
共同事業

○ 都道府県・市町村の医療費適正化、予
防・健康づくり等の取組状況に応じ支援。
事業規模： 800億円程度

保険者努力支援制度

保険者努力支援制度

○ 著しく高額な医療費（１件420万円超）に

ついて、都道府県からの拠出金を財源に

全国で費用負担を調整。国は予算の範

囲内で一部を負担。

※ 平成30年度以降、数十億円程度増額

【財政安定化基金】

○ 貸付・交付分（2,000億円）
給付増や保険料収納不足により財源

不足になった場合に備え、都道府県に
基金を設置し、都道府県・市町村に対
して貸付・交付を行う。

○ 激変緩和分（300億円）
平成35年度までの間、新制度の円滑

な施行に必要な資金として活用可能。

特別高額医療費共同事業

（赤字は国保改革による変更点）

【参考】平成30年度以降の国保財政の姿

～～
～～

18※ 保険者努力支援制度（市町村分）には200億円が特調より別に交付



５ 医療費適正化に向けた県の新たな取組
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国民健康保険保険者機能強化基金の創設

〇 平成30年度から県も保険者となり、財政運営の責任主体として国保運営の中心的な役割を果たす。

〇 今後も医療費の増加が見込まれることから、将来にわたり国保財政の安定化を図るため、市町村が行う
「レセプト点検」や「保健事業」の取組への支援体制を充実・強化させる必要があることから、保険者機能
を強化し、医療費の適正化を進めるための事業を実施する。

〇 事業の実施にあたって、制度改革により廃止となる基金（国民健康保険広域化等支援基金）の財源を活用
し、新たな基金として「国民健康保険保険者機能強化基金」を設置するもの。

県が国民健康保険事業
に設置する基金

県が国保法に
基づき設置する基金
〔財政安定化基金〕

県が独自に設置する基金
（地方自治法第232条の２ただし書、

第241条第１項）
〔国民健康保険保険者機能強化基金〕

本体基金
（国保法第81条の２）

特例基金
（国保法附則第25条）

収納不足市町村（基金事業対象保険料収納額が基
金事業対象保険料必要額に不足する市町村）に対
する資金の貸付け又は交付に充てる。
【保健給付増や保険料収納不足への対応が目的】

平成30年４月１日から平成36年３月31日までの間、
市町村に対する改正法の円滑な施行のために必要
な資金の交付に必要な費用に充てる。
【激変緩和への対応が目的】

・都道府県は、条例の定めるところにより、特定
の目的のために財産を取得し、又は資金を積み立
てるための基金を設けることができる。
【保険者機能強化への対応が目的】

（参考）県が設置する国保関係基金の全体像
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《基金規模》 約２８億円

《基金規模》 約４.２億円

《基金規模》 約１.７億円

平成30・31年度フロー分として活用する費用に充
てる。【保険者努力支援制度財源対応が目的】

《基金規模》 約７億円



国民健康保険保険者機能強化基金の事業内容

(１)レセプト点検指導体制の強化

(２)保健事業支援体制の充実

〇 ＫＤＢ※を活用し、健診データ等の分析を行い、
分析結果をもとに市町村を支援する。

・ 地域別、性別、年齢階層別の疾病状況等から
健康課題を把握し、市町村が行う取組の効果的な
実施に繋げる。

〇 糖尿病性腎症重症化予防等の先進事例について、
研修会等の場を通じて、市町村への展開を図る。

特定健診の受診率の向上や
重症化予防等の取組を実施し

健康づくりに繋げる。

医療給付専門指導員を増員

保健事業支援員(保健師)を配置

国保被保険者(県⺠)

市町村の点検員へのきめ細やか
な指導・助言、研修会の開催

保険医療機関
請求

国保連
(審査機関)

審査

市町村
（保険者）

点検

※ KDB（国保データベースシステム）
・ 健診、医療、介護に係るデータ

を分析するシステム

県保健所と連携を図り、市町村を支援

重症化予防等による医療費適正化

広域的・専門的見地からの給付点検を実施

市町村
（保険者）

(7,550千円)

(3,729千円)
保険者努⼒⽀援制度の評価指標の達成

支払

医療給付

請求

支払

①データヘルス計画の策定等
②糖尿病等生活習慣病対策の実施
③特定健診、特定保健指導の実施
④重複、頻回受診者への訪問指導 等

(３)広域広報の共同実施 (3,000千円)

〇 県、市町村が共同し、広域的に行うことが効果的、効率的な普及啓発事業等を実施する。〔国保連合会共同事業〕

⇒ 特定健診受診率・特定保健指導実施率向上や後発医薬品の普及促進など医療費適正化に繋がるものを実施。
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６ 国保制度改革に係る広報
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国保制度改革に関する広報（市町村チラシ）
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国保制度改革に関する広報①（県ホームページ）
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国保制度改革に関する広報②（県広報紙）

〇 岡山県広報紙「晴れの国おかやま」２月号に掲載し、全戸配付
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国保制度改革に関する広報③（県 新聞紙面購入、テレビ・ラジオ放送）

〇 山陽新聞朝刊紙面に２月17日及び３月中旬に広報掲載（紙面５段）

【２月紙面（案）】

〇 県政テレビお知らせ番組 ３月４日（日）、７日（水）、９日（金）放送予定
《ＲＳＫ『晴れの国生き活きテレビ』》

〇 県政ラジオお知らせ番組
《ＲＳＫ『県民のみなさんへ』》 ３月 ９日（金）放送予定
《ＦＭおかやま『ＯＫＡＹＡＭＡ晴れの国ポケット』》 ３月２６日（月）放送予定


